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1．問題の所在 
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属性の判断そのものではないかと思えるのである。    
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（ 7 ）竹中（1997）438頁 
（ 8 ）清正・前掲注（ 5 ）10頁 
（ 9 ）清正・前掲注（ 5 ）17頁 















沢労基署長事件），東京地判平成 7 年11月 9 
日（足立労基署長事件）など。 


















（19）竹中・前掲注（ 7 ）459頁 
（20）倉田・前掲注（18）112頁，清正・前掲注
（ 5 ）8頁，竹中・前掲注（ 7 ）458～460頁
など 






（22）水町・前掲注（ 4 ）105頁 
（23）藤原（1998）142頁 
（24）荒木（1999）89頁 
（25）たとえば，3（ 1 ）であげたコンピュータ
のソフト開発業務，NHKの放送受信料の徴
収業務などを請け負う契約労働者において
は，労務提供先事業所から受ける指揮・命
令の程度は，典型的な雇用契約の下で働く
労働者と比較して，かなり軽くなっている。 
（26）鎌田・前掲注（12）29頁 
（27）鎌田・前掲注（12）30頁 
（28）鎌田・前掲注（12）51頁 
（29）鎌田・前掲注（12）52頁 
（30）中益（2001）57頁 
（31）中益・前掲注（30）58頁，60頁 
（32）中益・前掲注（30）58頁 
（33）藤原・前掲注（23）142頁は，傭車運転手に
対する労災の適用を検討する議論の中で，
「傭車運転手の労働者性の肯定の規範的根拠
は，使用者が，その事業遂行に不可欠の労
働力として事業組織に組み入れられている
にもかかわらず，雇用契約ではなく運送請
負契約という形式をとり傭車運転手に従業
員としての法的な責任を回避するという脱
法行為を阻止することにある」と述べてい
る。 
（34）この相対的労働者概念に対しては，「労働
法秩序の混乱をもたらすことになろう。な
ぜなら，ある就業者が労災保険法上の労働
者であることは，他の法的規制の適用と切
り離して考えることはできないからである」
（鎌田・前掲注（12）16頁）という批判が
予想される。 
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